
第６４期　中間事業報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１８年　４月　１日から
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１８年　９月３０日まで



　株主のみなさまには、ますますご清栄のこととお喜び申しあげます。
　当社第６４期上半期（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の中間決算を終了しま
したので、ここに第６４期中間事業報告書として営業の概況をご報告申しあげます。

平成１８年１１月

取締役社長　山　田　　哲

１．営業の概況
　当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、原油や素材価格は引き続き高い水準
で推移しましたが、企業収益の改善を背景として民間設備投資が拡大するとともに個人
消費が堅調に推移し、国内民間需要中心の緩やかな自律的回復基調が続きました。
　海外におきましては、米国では民間需要に鈍化が見られるものの景気は底堅く推移し、
欧州経済は輸出主導により好調を持続しました。アジアにおきましても景気は総じて堅調
に推移しております。タイ国におきまして、クーデターが勃発いたしましたが、当社グループ
への影響はありませんでした。
　このような状況のもとで、当社グループは更なるブランド力や製品力の強化を目指して新
製品開発を推進するとともに、素材価格の高騰に対応するため販売価格の改訂に努める
ほか、販売の拡大や新規売上の獲得に向けて、積極的に提案型営業を進めました。
　連結売上高につきましては、当中間連結会計期間中にカワキ計測工業㈱の発行済株式
の全てを取得し連結子会社とした影響もあり、３１億９百万円（前期比１５．３％増）となりま
した。
　損益面では、主要原材料が高値で推移する中で、グループをあげて原価低減や生産の
効率化に取組み、利益の確保に努めました。
　この結果、経常利益は４億２１百万円（前期比５．９％増）、中間純利益は２億４４百万円
（前期比４．７％減）となりなりました。カワキ計測工業㈱を連結することで、連結売上高は
増加いたしましたが、投資差額の償却額を販売費および一般管理費に計上したため、利
益への貢献は軽微となったこと並びに前年同期には特別利益の部に貸倒引当金戻入益を
計上しましたが、当中間連結会計期間には特別利益の計上がなかったことにより、経常利
益は微増となり、中間純利益は微減となりました。

　 当上半期の中間配当につきましては、取締役会において慎重に検討いたしました結
果、その実施を見送らせていただくことに決議いたしましたので、ご了承くださるようお願
い申しあげます。

株主のみなさまへ



２．業績の推移
●売上高 ●経常利益 　　連結　　個別

●連結業績
平成15年度中間 平成16年度中間 平成17年度中間 平成１８年度中間

（当中間期）

平成15年4月 1日から 平成16年4月 1日から 平成17年4月 1日から 平成18年4月 1日から
平成15年9月30日まで 平成16年9月30日まで 平成17年9月30日まで 平成18年9月30日まで

売上高 （百万円） 2,311 2,537 2,696 3,109
経常利益 （百万円） 134 244 398 421
中間純利益 （百万円） 90 150 256 244
１株当たり中間純利益 （円） 13.01 22.26 38.40 37.26
●個別業績

平成15年度中間 平成16年度中間 平成17年度中間 平成１８年度中間
（当中間期）

平成15年4月 1日から 平成16年4月 1日から 平成17年4月 1日から 平成18年4月 1日から
平成15年9月30日まで 平成16年9月30日まで 平成17年9月30日まで 平成18年9月30日まで

売上高 （百万円） 2,288 2,509 2,676 2,827
経常利益 （百万円） 89 202 378 414
中間純利益 （百万円） 49 112 237 251
１株当たり中間純利益 （円） 7.07 16.57 35.50 38.21
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（単位：千円）
区 分 金 額 区 分 金 額

　流　　動　　資　　産 　流　　動　　負　　債
現 金 及 び 預 金 991,087 支払手形及び買掛金 781,612
受取手形及び売掛金 2,025,667 短 期 借 入 金 79,773
た な 卸 資 産 1,190,460 賞 与 引 当 金 134,547
繰 延 税 金 資 産 79,630 未 払 法 人 税 等 145,582
そ の 他 65,426 そ の 他 223,700
貸 倒 引 当 金 - 1,365,215

4,352,272 　固　　定　　負　　債
長 期 借 入 金 40,680

　固　　定　　資　　産 退 職 給 付 引 当 金 226,018
　 有　形　固　定　資　産 役員退職慰労引当金 206,576

建 物 及 び 構 築 物 706,253 473,274
機械装置及び運搬具 478,795 1,838,489
土 地 469,734
そ の 他 89,474  　株　主　資　本

1,744,258 資　　 　本 　　　金 1,908,674
資　本　剰　余　金 2,657,857

　 無　形　固　定　資　産 168,211 利　益　剰　余　金 2,458,791
　 投資その他の資産 自　　己　　株　　式 △318,843

投 資 有 価 証 券 1,879,027 株主資本合計 6,706,480
長 期 貸 付 金 12,566  　評価・換算差額等
繰 延 税 金 資 産 139,063 その他有価証券評価差額金 35,184
そ の 他 255,255  　 為 替 換 算 調 整 勘 定為 替 換 算 調 整 勘 定 △46,401
貸 倒 引 当 金 △16,900 評価・換算差額等合計 △11,216

2,269,012 　 少数株主持分 －
4,181,481 6,695,264
8,533,754 8,533,754

連結子会社 ２社 ヨシタケ・ワークス・タイランド㈱、カワキ計測工業㈱
持分法適用会社 ３社 ヨシタケ・アームストロング㈱、アームストロング・ヨシタケ㈱

エバーラスティング・バルブ㈱

流動負債合計

固定負債合計

中間連結貸借対照表

（平成１８年９月３０日現在）

流動資産合計

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

資　　産　　合　　計 負 債 純 資 産 合 計

負　　債　　合　　計

固定資産合計

有形固定資産合計

投資その他の資産合計

純　資　産　の　部

純　資　産　合　計



　　　　　　　　　 ( 平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで)　　　　　　
（単位：千円）

区分
売　　　上　　　高 3,109,854
売　　上　　原　　価 1,783,353

売上総利益 1,326,501
販売費及び一般管理費　   　 1,011,063

営業利益 315,437
営　業　外　収　益  

受 取 利 息 483
受 取 配 当 金 18,833
持 分 法 に よる投 資 利 益 82,005
そ の 他 16,012 117,335

営　業　外　費　用  
支 払 利 息 2,488
売 上 割 引 5,282
保 険 解 約 損 1,812
そ の 他 1,675 11,259

経常利益 421,513
特　　別　　利　　益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 1,260
固 定 資 産 売 却 益 640 1,900

特　　別　　損　　失
固 定 資 産 売 除 却 損 3,139
設 備 撤 去 費 用 787
原 状 回 復 費 用 5,877 9,804
税金等調整前中間純利益 413,609

法人税、住民税及び事業税 133,841
法 人 税 等 調 整 額 34,891 168,733

中間純利益 244,876

金額

中間連結損益計算書



（単位：千円）
区 分 金 額 区 分 金 額

　流　　動　　資　　産 　流　　動　　負　　債
現 金 及 び 預 金 697,646 支 払 手 形 526,246
受 取 手 形 1,179,395 買 掛 金 224,953
売 掛 金 731,765 未 払 法 人 税 等 145,582
た な 卸 資 産 950,419 未 払 消 費 税 等 8,937
繰 延 税 金 資 産 72,377 賞 与 引 当 金 125,985
そ の 他 174,834 そ の 他 117,249
貸 倒 引 当 金 - 1,148,953

3,806,439
　固　　定　　資　　産
　 有　形　固　定　資　産

建 物 及 び 構 築 物 490,776 　固　　定　　負　　債
機 械 及 び 装 置 190,203 退 職 給 付 引 当 金 210,354
車 両 及 び 運 搬 具 4,223 役員退職慰労引当金 192,280
工 具 ・器 具 ・備 品 78,731 402,634
土 地 390,849 1,551,588

1,154,786
 　株　主　資　本

　 無　形　固　定　資　産 13,563 資　　 　本 　　　金 1,908,674
資　本　剰　余　金 2,657,857

　 投資その他の資産 利　益　剰　余　金 2,323,500
投 資 有 価 証 券 2,713,036 自　　己　　株　　式 △318,843
長 期 貸 付 金 117,566 株主資本合計 6,571,189
繰 延 税 金 資 産 133,188  　評価・換算差額等
そ の 他 218,965 その他有価証券評価差額金 34,767
貸 倒 引 当 金 - 評価・換算差額等合計 34,767

3,182,756
4,351,106 6,605,957
8,157,545 8,157,545

固定資産合計

有形固定資産合計 純　資　産　の　部

資　　産　　合　　計 負 債 純 資 産 合 計

投資その他の資産合計
純　資　産　合　計

流動負債合計

負　　債　　合　　計

中間貸借対照表

（平成１８年９月３０日現在）

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

流動資産合計

固定負債合計



　　　　　　　　　 ( 平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで)　　　　　　
（単位：千円）

区分
売　　　上　　　高 2,827,048
売　　上　　原　　価 1,660,513

売上総利益 1,166,534
販売費及び一般管理費　   　 901,483

営業利益 265,051
営　業　外　収　益  

受 取 利 息 2,721
受 取 配 当 金 145,919
そ の 他 9,706 158,348

営　業　外　費　用  
支 払 利 息 849
売 上 割 引 5,282
保 険 解 約 損 1,812
そ の 他 1,385 9,330

経常利益 414,069
特　　別　　利　　益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 622 622
特　　別　　損　　失

固 定 資 産 売 除 却 損 2,675
設 備 撤 去 費 用 787 3,462

税引前中間純利益 411,229
法人税、住民税及び事業税 146,000
法 人 税 等 調 整 額 14,109 160,109

中間純利益 251,120
前 期 繰 越 利 益 1,915,742
中 間 未 処 分 利 益 2,166,862

中間損益計算書

金額



１．会社の概況（平成１８年９月３０日現在）
昭和19年2月18日

1,908,674,450円
会社が発行する株式の総数 22,665,878株

6,967,473株
1,198名

流体調節弁の製作、販売
195 名（臨時従業員45名を除く）

２．主要な営業所および工場（平成１８年９月３０日現在）
本社 名古屋
工場 小牧
営業所 東京、名古屋、大阪、札幌、仙台、北関東、静岡、金沢、広島、福岡
子会社 ヨシタケ・ワークス・タイランド（株）：タイ国アユタヤ

カワキ計測工業（株）：神戸

３．取締役および監査役（平成１８年９月３０日現在）
取締役会長（代表取締役） 山 田 進
取締役社長（代表取締役） 山 田 哲
常務取締役 松 野 克 彦
常務取締役 尾 崎 澄 夫
取締役 渋 谷 昌 之
取締役 鵜 野 弘 樹
取締役 古 平 篤 彦
常勤監査役 清 水 進
監査役 秋 山 仁
監査役 澤 田 善 次 郎
監査役 古 橋 泰 彦

従 業 員 数

設 立
資 本 金

発 行 済 株 式 総 数

主 要 な事 業 内 容
株 主 数



決 算 期 毎年３月３１日

定 時 株 主 総 会 毎年６月

配当金受領株主確定日 利益配当金

中間配当金 中間配当を行う場合は９月３０日

株 主 名 簿 管 理 人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

同 事 務 取 扱 所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　　証券代行部

（同送付先） 〒137-8081

東京都江東区東砂七丁目１０番１１号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　　証券代行部

お 問 合 せ 先 電話　0120－232-711　(通話料無料)

各種手続き用紙のご請求 電話　0120－244-479　(通話料無料)

同 取 次 所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　　全国各支店

野村證券株式会社　全国本支店

　　○株式関係のお手続き用紙のご請求は、次の三菱ＵＦＪ信託銀行の電話および

　　　 インターネットでも２４時間承っております。

　　　　電話　(通話料無料) 0120-244-479　（本店証券代行部）

0120-684-479　（大阪証券代行部）

　　　　ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ http://www.tr.mufg.jp/daikou/

　　　　当社は貸借対照表および損益計算書を当社のホームページ

　　　　(http://www.yoshitake.co.jp/kessan/j_home16.htm)に掲載

　　　　いたしておりますので、ご案内申し上げます。

株　主　メ　モ

3月31日


